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高判平成 25 年 4 月 24 日（判時 2198 号 67 頁）を通じて、今回の改正案を
念頭に置きつつ、建物賃貸借契約における保証人の保証債務の範囲について
考察する。
二　 東京高判平成 25 年 4月 24 日　建物明渡請求控訴事件（判時 
2198 号 67 頁）
【事実の概要】
X（大田区）は、Y1 に対し区営住宅の一室の使用を許可し、Y1の娘であ
るY2 がそれを連帯保証した。その後Y1 の長男でありY2 の弟Aが、Xの
許可なく居住を開始したが、Y1 は Aとの折り合いの悪さから平成 18 年 2
月 16 日に本件住宅を退去し、他方Aはそのまま居住し続けた。Y1 は、退










結果、Y1が退居した翌月の平成 18 年 3 月以降の使用料等の滞納が始まった。
なおY1は、少なくとも上記転居の時点まで生活保護を受給しており、また、
平成 19 年 1 月の時点では給与を得ていたが、平成 20 年 3 月の時点における
年間総所得は 0円であった。
Y1の転居後、AはX担当者より繰り返し退去を求められたにもかかわら
ず居住を続けたため、Xは、平成 18 年 3 月以降の本件住宅の使用料及び共





めた。しかし、Y2 に対する請求については、Xは平成 18 年 3 月時点から
Aが不法占拠者であることを認識しており、Aの態度から平成 19 年 4 月以
降は、少なくともAに対する明渡請求訴訟の提起を検討すべきであったこ
と、その後の経過からして、延滞使用料等が 2年 1ヵ月分に及んでいた平成
20 年 3 月末の時点では、Y2 の保証債務額が拡大する事態を防止するため速
やかに訴訟を提起すべきであったことを理由として、平成 20 年 3 月末から










平成 18 年 2 月中旬ないし下旬ころ、その事実がX住宅課に伝えられ、その





しかし、保証人であるY2 に対する請求に関しては、最判平成 9年 11 月
13 日を示し ｢賃貸人の保証人に対する請求は一定の場合には信義則により
制限されることがある｣ とし、「X生活福祉課は、Aからの生活保護の受給







平成 21 年 4 月 1 日までには、Aにつき、転居先を斡旋し、本件住宅からの
退去を実現できたことは明らかである。」として、「XがY2 に対し請求する









判決では、最判平成 9年 11 月 13 日（判時 1633 号 81 頁）を引用し、賃貸
人の保証人に対する請求は一定の場合には信義則により制限されることがあ

































限した事案として、【判例 1】東京地判平成 20 年 12 月 5 日（Westlaw Japan 
文献番号 2008WLJPCA12058001）、【判例 2】東京地判平成 22 年 6 月 8 日
（Westlaw Japan 文献番号 2010WLJPCA06088010）、【判例 3】横須賀簡判平
成 26 年 9 月 8 日（消費者法ニュース 101 号 254 頁）がある。【判例 1】は、
建物賃貸人X、賃借人Y1 間で 2 年間の期間の定めで賃貸借契約を締結し、


























貸借契約をYが連帯保証したが、平成 19 年 3 月 1 日の XA間の法定更新の
時点ですでに賃料の遅滞が約 1年半続いており、平成 25 年 4 月のAの死亡
後に、Xが Yに対して 6年以上の未払賃料等 700 万円余りを請求したとい
う事案である。判決では、賃貸人の通知義務違反は否定したが、5年を超え
た賃料（平成 20 年 12 月分までの賃料）は時効により消滅したとし、また、「X





XがYに対し請求し得る未払賃料は、「平成 21 年 1 月分から訴外Aが死亡
京女法学　第 11 号192
した平成 25 年 8 月 24 日までのそれのうち、法定更新前の賃貸借期間 2年分
に相当する 170 万 4000 円に制限することが相当である」とした。
これら 3つの判例は、いずれも 2年の期間の定めのある賃貸借契約を保証
した事案であるが、法定更新が繰り返されて、保証人が知らない間に保証債








平成 6年 6 月 21 日（判タ 853 号 224 頁）がある。この事案は、2年の期間
の定めのある賃貸借契約を保証したYに対し、賃料滞納があるにもかかわ



































⑵　我妻榮『新訂債権総論（民法講義Ⅳ）』469、476 頁（昭和 39 年　岩波書店）、星野
英一『民法概論Ⅲ（債権総論）』194 頁（昭和 53 年　良書普及会）、西村信雄『注釈民

























⑷　法制審議会民法（債権関係）部会第 44 回会議議事録（平成 24 年 4 月 3 日） 
http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900126.html
⑸　最近の判例としては、東京地判平成 27 年 5 月 21 日（LEX/DB 文献番号 25530365、






























































貸借契約の保証人からの解約権について、判例（大判昭和 7年 10 月 11 日家








生するとした事案・大判昭和 8年 4 月 6 日民集 12 巻 791 頁、同じく賃料滞
納から 1年 1 ヵ月後になされた保証契約の解除を認めた事案・大判昭和 14










ニ」、保証人からの解約権は認められないとした。他に、大判昭和 7年 7月 19 日（大






























最判昭和 46 年 7 月 1 日（金法 622 号 28 頁）。もっとも、この事案は賃料ではなく売
掛代金の保証の場合であり、保証人自身も主たる債務者の経済状況を知っていた事案
































損害分について、延滞使用料等が 2年 1 ヵ月分に及んでいた平成 20 年 3 月
末の時点では、Y2 の保証債務額が拡大する事態を防止するため速やかに訴
訟を提起すべきであったことを理由として、平成 20 年 3 月末から更に 1年
が経過した平成 21 年 4 月以降の滞納使用料等の支払いを求める部分につい
ては、信義則に反し、権利の濫用として許されないと判示した。
この判決では、保証人に対する請求について信義則を根拠に一部制限して




















































辰巳裕規「建物賃貸借と保証についての小考」消費者法ニュース 92 号 265 頁
宗宮英俊、丸山昌一「判批」NBL1019 号 84 頁
